
2022（令和４）年10月１日から

歯科健診の結果報告が

すべての事業場に義務化されます

事業者の皆さま、健康診断機関・医療機関の皆さまへ

有害な業務に係る歯科健康診断結果報告書（新設）

 有害な業務※に常時従事する労働者に対し、事業者は歯科健康診断

の実施を義務づけられています。（労働安全衛生規則第48条）

 労働安全衛生規則が改正され、10月１日からは、常時使用する労働

者の数にかかわらず、すべての事業場に報告が義務付けられます。

各種健康診断結果報告書は、厚生労働省のウェブサ

イトに掲載しています。

ダウンロードしてご利用ください。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/

anzeneisei36/18.html

※有害な業務とは（労働安全衛生法施行令第22条第3項）

塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、弗化水素、黄りんその他歯またはその支持組織に

有害な物のガス、蒸気または粉じんを発散する場所における業務

今回の改正で報告様式も変わります。10月１日からは新しい様式を使用してください。

変更点

 歯科健康診断結果の報告書様式が新たに

定められました。

 定期健康診断結果の報告様式からは、

歯科健診の記載欄がなくなります。
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有害な業務に係る歯科健康診断結果報告書

様式第６号の２（第52条関係）（表面）
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様式第６号の２（第52条関係）（裏面）

備考

１　□□□で表示された枠（以下「記入枠」という。）に記入する文字は、光学的文字・

　イメージ読取装置（ＯＣＩＲ）で直接読み取りを行うので、この用紙は汚したり、穴

　をあけたり、必要以上に折り曲げたりしないこと。

２　記入すべき事項のない欄及び記入枠は、空欄のままとすること。

３　記入枠の部分は、必ず黒のボールペンを使用し、枠からはみ出さないように大きめ

　のアラビア数字で明瞭に記入すること。

４　「対象年」の欄は、報告対象とした健康診断の実施年を記入すること。

５　１年を通し順次健診を実施して、一定期間をまとめて報告する場合は、「対象年」

　の欄の（ 月～ 月分）にその期間を記入すること。また、この場合の健診年月日は

　報告日に最も近い健診年月日を記入すること。

６　「対象年」の欄の（報告 回目）は、当該年の何回目の報告かを記入すること。

７　「事業の種類」の欄は、日本標準産業分類の中分類によつて記入すること。

８　「健康診断実施機関の名称」及び「健康診断実施機関の所在地」の欄は、健康診断

　を実施した機関が２以上あるときは、その各々について記入すること。

９　「取扱有害物質・業務内容」の「物質」欄は、塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、弗化水

　素、黄りんその他歯又はその支持組織に有害な物のうち、事業場においてガス、蒸気

　又は粉じんとして発散されているものを、「業務内容」欄は、当該物質が発散されて

　いる場所における具体的な業務内容を記入すること。

10　「在籍労働者数」、「労働安全衛生法施行令第22条第３項に掲げる業務に従事する

　労働者数」及び「受診労働者数」の欄は、健診年月日現在の人数を記入すること。な

　お、この場合の「在籍労働者数」は、常時使用する労働者数を記入すること。
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